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有害使用済機器及び産業廃棄物の保管場所等における火災防止 

について（通知） 

 

 

産業廃棄物行政の推進については、かねてからご尽力いただいているところ

である。 

さて、今般、令和元年 5月 15日に茨城県常総市坂手町地内の有害使用済機器

又はその疑いのある物の保管場所において火災が発生し、鎮火までに 13日間を

要する事態となった。また、同様に、全国各地の産業廃棄物処理施設等において

も火災が発生している状況にあるところ、このような状況を踏まえ、貴職におか

れては、火災防止のため、有害使用済機器及び産業廃棄物の適正な保管及び処分

の確保につき、下記の事項に留意の上、指導の徹底に努められたい。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 245条の４第１項の

規定に基づく技術的な助言であることを申し添える。 

 

記 

 

１．有害使用済機器の保管場所及び有害使用済機器保管等業者の把握の徹底 

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部を改正する法律（平成 29 年法律

第 61 号）により新たに有害使用済機器に係る届出制度や保管、処分等の基準

等の規定が整備されたところである。各都道府県・各政令市におかれては、市

町村と協力するなどし未把握の有害使用済機器又はその疑いのある物の保管

場所及び有害使用済機器保管等業者についての調査を行い、漏れなく把握する

よう改めて努められたい。 

 また、有害使用済機器の該当性の判断については、まず廃棄物該当性の判断

を行い、その結果、廃棄物に該当しないと判断した場合においては、廃棄物の

処理及び清掃に関する法律施行令（昭和 46年政令第 300号）第 16条の２各号

に掲げる機器について有害使用済機器の該当性を適切に判断されたい。 

 加えて、事業を廃止するとし届出をしなかった者についても、その後におい

てそれまで取り扱っていた有害使用済機器又はその疑いのある物が適切に処

理されているか継続して確認し、必要に応じて適切に指導されたい。 



２．有害使用済機器及び産業廃棄物の保管、処分等の基準の遵守 

  有害使用済機器においては、主要部材にプラスチック等の可燃物が使用さ

れているほか、火災の原因となり得る電池、油等の混入の可能性があることか

ら、保管に係る基準において、火災防止の観点から高さ制限の規定が設けられ

ているとともに、延焼防止及び消火活動の円滑化の観点から集積面積及び離

隔距離についても規定されているところである。 

また、産業廃棄物処理業者にあっても、産業廃棄物処理基準の遵守を通じ、

火災による生活環境の保全上の支障が生じない措置を実施することはもとよ

り、当該業者が有害使用済機器を保管する場合は、離隔距離をとる等、有害使

用済機器の保管、処分等の基準に準じて取り扱うことが望ましい。 

 上記を踏まえ、有害使用済機器及び産業廃棄物の保管、処分等の基準の遵守

について適切に指導されるとともに、不適正事案にあっては厳正に対処された

い。 

 

３．立入検査の実施 

 産業廃棄物、有害使用済機器又はそれらの疑いのある物の保管場所等に対し

ては立入検査を実施し、保管状況等の把握に努め、適宜必要な指導を行われた

い。 

 また、立入検査の実施については、火災予防や消火活動の円滑化の観点から、

必要に応じて消防機関と合同して行うなど、消防機関との連携を図られたい。 

   

４．不適正事案に対する対処 

  産業廃棄物処理基準、特別管理産業廃棄物処理基準、産業廃棄物保管基準、

特別管理産業廃棄物保管基準又は有害使用済機器の保管、処分等の基準に適

合しない処理が行われた場合には、その適正な処理の実施を確保するため、速

やかに改善命令や措置命令等の行政処分を行い、生活環境の保全上の支障の

発生を防止し、又は除去させるなど厳正に対処されたい。また、有害使用済機

器保管等業者が、届出をせず、又は虚偽の届出をした場合には、直罰の対象と

なるものであることから、これらの事実を把握した場合にも、厳正に対処され

たい。 

 なお、有害使用済機器に係る報告徴収、立入検査、改善命令及び措置命令に

ついては、届出義務に違反して届出を行っていない者も対象となることから、

このような者に対しても有害使用済機器の保管、処分等の基準の順守につき厳

正に対処されたい。 

また、このような場合、実際には有害使用済機器ではなく廃棄物の保管又は

処分を行っている可能性も否定できないことから、廃棄物該当性の判断を適切

に行った上で、廃棄物処理に係る無許可営業となる場合も想定しながら、厳正

な対応に努められたい。 


